
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

※　一部に誤りがあったため、訂正しました。（平成20年７月８日）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、１７年４月１日現在の人数である。

※　一部に誤りがあったため、訂正しました。（平成20年７月８日）

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項

　本市は平成18年2月11日に合併したため、合併前の数字が算出できない箇所があるため「－」で省略する。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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―
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高　校　卒技能労務職

高　校　卒

教　育　職
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円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

一般行政職大学卒「経験年数２０年」に該当者がいないため、「経験年数１９年」

一般行政職大学卒「経験年数１０年」に該当者がいないため、「経験年数８年」

技能労務職高校卒「経験年数２０年」に該当者がいないため、「経験年数２２年」

技能労務職中学卒「経験年数２０年」に該当者がいないため、「経験年数１８年」

教育職短大卒「経験年数１５年」に該当者がいないため、「経験年数１４年」

３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１　洲本市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

一般行政職

228,300

該当者なし

18.6

58 19.6

　　　　　　　　％

6.7

260,100

312,800

―

212,600

265,700

287,100

　　　　　　　　人

50

　　　　　　　　％

260,100

―

経験年数１５年 経験年数２０年

該当者なし

該当者なし

―

230,500該当者なし

―

11.8

41

１　　級

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

13.9

―

360,700

　　　　　　　　人

327,500

高　校　卒

大　学　卒

２　　級

７　　級

区　　分

６　　級

構成比

　　　　　　　　％

16.9

標準的な職務内容 職員数

228,300

５　　級

高　校　卒

教　育　職

係長、主査

特命参事、部長、次長、課長、

副課長、参事

―

12.5

　　　　　　　　％

中　学　卒

区　　　　分

副課長、課長補佐、参事

55

37

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

35

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

主任

主任

３　　級

４　　級

主事、技師

20

事務員、技術員

　　　　　　　　人

3



  

（注）旧洲本市と旧五色町の級の区分が違っていたので、１年前、５年前の構成比は算出できない。

（2) 昇給期間短縮の状況（2) 昇給期間短縮の状況（2) 昇給期間短縮の状況（2) 昇給期間短縮の状況

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　人

職 員 数
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

16年度
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0
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％
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４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　２～１５％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　なし ・管理職加算　１０～２０％ ・管理職加算　１０～２５％

（2) 退職手当（１８年４月１日現在）（2) 退職手当（１８年４月１日現在）（2) 退職手当（１８年４月１日現在）（2) 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 　　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（１８年４月１日現在）（１８年４月１日現在）（１８年４月１日現在）（１８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (注）１　全職員578-水道事業所職員29人－派遣職員6人＝543人（18年4月1日）

　 　　　 2　全職員594-水道事業所職員31人－派遣職員3人＝560人（17年4月1日）

 (4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

円

　％

3.0 1.45

90,056

3.0 1.45

23.5

33.5

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

27

24.5職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

手当の種類（手当数）

41.34

59.28

59.28

47.5

59.28

657,343

30.55

―１人当たり平均支給額（17年度）

国洲　　　　　　　　　　　本　　　　　　　　　　　市

１人当たり平均支給額（17年度）

国

1,655 2,032

洲　　　　　本　　　　　市 兵　　　　　庫　　　　　県

5.5

23.5

33.5

47.5

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

124,408

222

14,527

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

支給率

支給実績（１７年度決算）

市内全地域

支給対象地域 国の制度（支給率）

0

支給対象職員数

543

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

3.0 1.45

手当の名称 主な支給対象職員

25,483
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税務職員

夜間看護等手当

滞納処分手当

護送作業手当

訪問看護業務手当

訪問看護待機手当

精神結核保健

業務手当

税務職員

庁舎外において市の事

業の推進に必要な土地

の取得等に係る交渉又

はその事業の施行により

生ずる損失の補償に係

る交渉の業務で市長が

困難であると認めるもの

に従事

社会福祉業務

現業手当

徴収手当

評価事務手当

家庭を訪問して精神病

患者又は結核患者に接

して療養又は看護の指

導に従事

物件の差押え、差押物

件の引揚げ等の滞納処

分に従事

家庭を訪問し療養上の

世話又は必要な診療の

補助若しくはリハビリ

テーション等の訪問看

護の業務に従事

放射線作業に従事

精神病患者若しくは結

核患者又は行旅病人の

入院措置の護送作業に

従事

訪問看護対象世帯から

の緊急の呼び出しに対

応するために待機

勤務日の時間外に待機1日

1,000円、週休日・休日に待機

１日2,000円

深夜（午後10時から翌

日の午前５時までの間を

いう。）における看護又

は介護業務に従事

勤務１回3,000円

１日230円

家庭等を訪問し、納税

の督励、徴収等の事務

に従事

１日400円

１日400円

庁舎外において固定資

産税の課税客体のうち

土地及び家屋に係る評

価事務に従事

税務職員

社会福祉法（昭和26年

法律第45号）第15条第１

項第２号に規定する現

業を行う職員が、家庭等

を訪問し現業に従事

用地課職員及び用地交渉業務従

事職員

用地交渉等手当

保健師又は看護師

放射線作業手当

看護師、理学療法士等の職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

放射線技師

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

１日400円

１日400円

１日300円

１日740円

１日400円

１日200円
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水道事業所職員

水道事業所職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

清掃作業又は火葬場作

業に従事

１日740円

１日900円

狂犬病予防注射に従事

(１)　行旅死亡人又は変

死者の処置作業に従事

したとき

(２)　診療所の入院患者

又は特別養護老人ホー

ムの入所者が死亡し、死

後の処置を行ったとき

１日4,000円

(１)　感染症の予防及び

感染症の患者に対する

医療に関する法律（平

成10年法律第114号）第

６条に規定する１類感染

症、２類感染症、３類感

染症又は新感染症の病

原体に汚染されている

区域において、感染症

患者の救護又は当該病

原体の付着した物件若

しくは付着の疑いのある

物件の処理作業又は消

毒作業に従事したとき

(２)　家畜伝染病予防法

（昭和26年法律第166

号）に規定する患畜又は

擬似患畜の殺処分の立

会い、畜舎の消毒又は

死体の焼却作業に従事

したとき

死体処理手当

防疫作業手当

道路上作業手当

清掃等作業手当

狂犬病予防注射

従事手当

死獣処理手当

環境整備課職員

有害物取扱手当

緊急時待機手当

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

水道事業所の浄水場に

おいて滅菌用塩素のボ

ンベ交換作業に従事

１回600円

週休日又は休日に水道

管の破裂等の不測の事

態に備え待機

１日2,000円

１日510円

(１)　屋外に放置された

死獣の収容作業又は飼

い主の要請を受け犬猫

等の死体の引取り作業

に従事したとき

(２)　収容された死獣を

定められた処分場に搬

送する等の処理作業に

従事したとき

１回500円

１日200円

道路の維持修繕の作業

又は上下水道管の補修

作業若しくは公園の清

掃作業のうち道路上で

行うごみの積載等の作

業に従事
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 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

千円

（注） 職員数には管理職手当を支給される職員を含めない。

研究研修

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

292,974職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

右記の業務に従事した職員

研究研修手当

入院手当

―

―

144,143

医学管理料の有床診療所で

掲げる各項目の点数の平均し

た点数に10円を乗じた額の８

割を超えない範囲の額

嘱託医契約手当

往診手当

災害従事手当

手術手当

時間外診療手当

医師

医師

医師

医師

医師

医師

外来の時間外、休日、

深夜の診療

１回　診察料点数表の初診料

又は再診料の基本点数に、時

間外、休日、深夜に該当する

加算点数を加えた点数に10

円を乗じて得た額の８割を超

えない範囲の額

入院

１か月勤務した月１月につき

60万円を上限として別に定め

る額

１災害1,270円

異常な自然現象又は大

規模な事故により重大な

災害が発生し、若しくは

発生するおそれがある

場合において、洲本市

災害対策本部の指示に

従い、防災又は救助の

業務に従事

手術 １回20,000円

待機

１日につき平日5,000円、休日

7,500円

医師会との協議に基づ

く市内企業等との嘱託

医契約及び市の運営す

る施設との嘱託医契約

契約金額の７割

往診

１回　勤務時間内及び休日、

夜間、深夜（午後10時から午

前６時まで）の診療保険点数

表に定める距離に応じて、そ

れぞれ該当する診療保険点

数に10円を乗じて得た額の８

割を超えない範囲の額

医師待機手当
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（6) その他の手当（１８年４月１日現在）（6) その他の手当（１８年４月１日現在）（6) その他の手当（１８年４月１日現在）（6) その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円5,066

持家居住

職員の手

当額は､国

は2,500円

（新築等の

日から５年

を経過する

までの間に

限定）

国の制度と

―

支給実績

26,007

（１７年度決算）

56,333

国は片道2

ｋｍ未満無

支給。また

交通用具

（自動車

等）を使用

している職

員に対する

手当が国よ

り2,000円

高い（片道

2ｋｍ以上の

各距離区

分）。

38,788

―

207,871

107,025

71,829

844,333

○自ら居住するため住宅

を借り受け、家賃を支

払っている職員

・家賃23,000円以下　家

賃－12,000円

・家賃23,000円超

11,000円＋（家賃－

23,000円）×1/2（27,000

円限度）

○自宅居住者で世帯主

である職員

・3,500円

○単身赴任手当を支給

されている職員の配偶者

が居住する住居

・上記額の1/2を加算

同じ

支給職員１人当たり

平均支給年額異なる内容

異なる

住居手当

手　当　名

異なる

○通勤のため交通機関、

交通用具（自動車等）を

使用している職員に支給

（徒歩により通勤するもの

とした場合の通勤距離が

片道1km未満である職員

を除く）

・交通機関を使用してい

る職員

  運賃等相当額（鉄道等

利用者は6箇月定期券の

額）支給限度額55,000円

・交通用具（自動車等）を

使用している職員　通勤

距離に応じ2,500円～

22,900円

○専門的知識を必要と

し、かつ、採用による欠員

補充が困難である等の事

情が考慮される職に新た

に採用される職員のため

に設けられたもので、民

間企業の初任給との水準

を調整するために支給さ

れる手当

　　・医師　268,500円以

内（35年）

通勤手当

扶養手当

初任給調整手当

国の制度

との異同

千円

（１７年度決算）

千円

千円

千円

内容及び支給単価

同じ

○扶養親族のある職員に

対して支給

・配偶者　13,000円

・配偶者以外の扶養親族

２人目まで6,000円

・配偶者が扶養親族でな

い場合の１人目 　6,500

円

・配偶者がない場合の１

人目　 11,000円

・３人目以降　5,000円

・16歳になる年度初めか

ら22歳になった年度末ま

での子の加算　5,000円
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円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

区 分 給 料 月 額 等

4.35

1,326

勤務１時間

当たりの給

与額の算

出方法が

異なる

　　（１８年度支給割合）

時間外勤務

手当に合算

国は4,200

円

54,858

276―

525,000

525,000

700,000

支給率が

異なる

（参考）類似団体における最高／最低額

619,5001,007,000

690,000 330,000

818,776

800,000

800,000

700,000

期

末

手

当

議 長

収 入 役

議 長

報

酬

議 員

550,800

722,000 486,000

817,000

給

料

市 長

助 役

収 入 役

980,000

272,300620,000副 議 長

　　（１８年度支給割合）市 長

560,000 217,700

435,000

435,000

405,000

○正規の勤務時間が深

夜にわたる職員に支給

・勤務１時間当たりの給

与額×25%×午後１０時

から翌日の午前５時まで

の勤務時間

405,000

同じ

○管理又は監督の地位

にある一定範囲の職員に

対して、その職務の特殊

性に着目して支給

・役職の区分に応じ、給

料月額×12%～20%

○異動又は公署の移転

を原因として単身赴任と

なった職員に対して、二

重生活による経済的負担

を軽減すること等を目的

として支給（職員の住居と

配偶者の住居の距離が６

０ｋｍ以上）

・23,000円（交通距離

100km以上の場合、距離

に応じて6,000円～

45,000円加算）

○宿日直勤務を行った

職員に支給

・通常の宿日直　5,500円

異なる

異なる

異なる

助 役

副 議 長

議 員

4.35

単身赴任手当

宿日直手当

夜間勤務手当

管理職手当

980,000

千円

276,000

63,143

―

千円

千円
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　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.4136 円 （任期毎）

給料月額×在職月数×0.2538 円 （任期毎）

給料月額×在職月数×0.2256 円 （任期毎）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

7,580,160

55

▲ 5

1

＜参考＞▲ 11

▲ 1

対前年

増減数

主 な 増 減 理 由

19,455,744

9,745,920

▲ 8

8.5

▲ 2

▲ 2

▲ 4

▲ 1

43

[        600       ］ [     ―    ］

572

10

59

437

職 員 数

0

135

29

10 0

41

143

収 入 役

計

21

41

448

1

教育部門 8384

平成18年

1

56

39

26

1

7

備　　　　考

普

通

会

計

部

門

市 区 町 村 長

助 役

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

一

般

行

政

部

門

農林水産

小　計

消防部門

退

職

手

当

98

合　　計

[        ―         ］

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　 　門

その他

下水道

小　計

31水道

平成17年

＜参考＞

11.1

591 ▲ 19

6.9

衛生

総務

商工

104

94 91

47 50

病院

議会

税務

労働

土木

民生

363

3

▲ 1

0

▲ 10

2

▲ 3

39 40 1

　合併を見越して職員の新規採用のほとん

どを見送った（退職者分の欠員不補充）。２

名のみ採用。

　淡路市・洲本市広域事務組合（農業共

済）へ派遣している職員５人と、県教育主

事１人は含んでいない。

353 ＜参考＞

▲ 6

6
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（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

　

（注）５年前の構成比は算出困難なため省略した。

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

▲48 ▲8.1

（参考）洲本市における定員管理の数値目標（数・率）（参考）洲本市における定員管理の数値目標（数・率）（参考）洲本市における定員管理の数値目標（数・率）（参考）洲本市における定員管理の数値目標（数・率）

5720

人

計

81 6782

人

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～

52歳

～ ～

40歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳27歳 59歳55歳43歳 47歳 51歳

人

62

31歳

人

61 47 5311 39

人 人

23歳

平成17年4月1日

職員数

681

終　期

594 546

平成22年4月1日 純減数 純減率

職員数 職員数

計画期間

数値目標

始　期

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成

比

%

（例）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業

  　 ① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、１７年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

本市は平成18年2月11日に合併したため、合併前の数字が算出できない箇所があるため「－」で省略する。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）

一人当たり

％

12.7 ―

3

3

める職員給与費比率

3

数値目標

―

　　　　　　Ｂ／Ａ

▲ 10

143 135

職員数

150

▲7

84 ― 77

▲ 1

▲10（▲2.8％）

363 353

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

（参考）

計

１７年 １８年 １７年～１８年

計画始期

▲1（▲1.2％）

83

増 減

１年目

―職員数

増 減

―

3（100％）

546

▲8（▲5.6％） 7

6 6

▲ 16

▲ 8

17年度

　　計　　Ｂ

基本給平　均　年　齢　　　　　　区　　分

―

平均月収額

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 ▲48人（▲8.1％）

一般行政 312

▲51

教　育

消　防 職員数 1 1 1

増 減 0 0（0％） 0

―

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

派遣職員等 職員数

増 減

増 減

16年度の総費用に占

▲19（▲3.2％） ▲ 48

総費用に占める

594 578計

区　　分 総費用 純損益又は実

増 減

職員給与費比率　質収支

Ａ  Ｂ　

　　　　千円

（参考）市町村平均

千円　 千円　 ％

1,907,118 60,816 242,405

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費区　　分 職員数

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円17年度 人 千円 千円

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

29 114,118 24,006

　　　　　千円 千円

49,223 187,347 6,460 6,971

千円
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　２～１５％ ・役職加算　２～１５％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

イ　退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 　　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％79.3

手当の種類（手当数） 3

18,782

6,958

239,931

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

一般行政職の制度（支給率）

432

市内全地域 5.5 29 5.5

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

１人当たり平均支給額（１７年度）

事 業 者

41.1 343,300

１人当たり平均支給額（１７年度）

―

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

洲本市（一般行政職・団体平均等）

1,697 1,655

538,333

559,886

―

洲　　　　　　　　　　　本　　　　　　　　　　　市

団 体 平 均

洲 本 市 42.2 313,200

23.5 30.55

33.5 41.34

59.28

―

洲　　　　　　　　　　　本　　　　　　　　　　　市 洲本市（一般行政職・団体平均等）

―

47.5 59.28

59.28

14,527 25,483

3.0 1.45

23.5 30.55

3.0 1.45

59.28 59.28

33.5 41.34

47.5 59.28
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

31 27 ▲4

（参考）洲本市における定員管理の数値目標（数・率）

平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数

計画期間

数　値　目　標

始　期 終　期

―

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ） ―

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 6,809

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 243

平均支給年額

一般行政職

の制度との

異同

一般行政

職の制度と

異なる内容 （１７年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

277,470扶養手当 一般行政職の制度と同じ 同

（１７年度決算）

週休日又は休日に水道

管の破裂等の不測の事

態に備え待機

１日2,000円

道路の維持修繕の作業

又は上下水道管の補修

作業若しくは公園の清

掃作業のうち道路上で

行うごみの積載等の作

業に従事

１日200円

1,564 千円 92,000

4,717 千円

手　当　名 内容及び支給単価

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

通勤手当 〃 〃

住居手当 〃 〃

緊急時待機手当 水道事業所職員

1,480

純減率

千円 740,000

2,046 千円 73,071

純減数

管理職手当 〃 〃

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 ▲4人（▲8.1％）

▲12.9

有害物取扱手当 水道事業所職員

水道事業所の浄水場に

おいて滅菌用塩素のボ

ンベ交換作業に従事

１回600円

道路上作業手当 右記の業務に従事した職員
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イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

１７年～１８年 （参考）

計画始期 １年目 計 数値目標

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年 １８年

▲2（▲6.5％） ▲ 4

公 営 企 業 職員数 31 29 ― 27

等 会 計 増 減 ▲ 2
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